
2023年 省エネルギー特集

脱炭素社会の
実現を目指して

待ったなし!
省エネ性能確保に

建築物
　2050年カーボンニュートラル、2030年度温室効果ガス46％排出削減（2013年度
比）の実現に向け、2021年10月、地球温暖対策等の削減目標の強化が閣議決定した。
これを受けて、わが国のエネルギー消費量の約３割を占める建築物分野における取り
組みが急務となっている。
　建築物の省エネ性能の一層の向上を図る抜本的な強化対策として、施行目前に迫っ
た関係法について以下に概要を紹介する。

施行迫る 改正省エネ法と性能基準省令

省エネ基準とは、建築物が備えるべき省エネ性能の確保のために必要な建築物の構造および設置
に関する基準であり、一次エネルギー消費量基準と外皮基準からなる。新たに義務化対象となる建
築物については、現行省エネ基準（気候風土適応住宅についての合理化措置を含む）が適用される。

2022年6月公布の「脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関す
る法律等の一部を改正する法律」（令和4年法律第69号）により、建築物省エネ法が改正され、原則全
ての建築物について、省エネ基準への適合が義務付けられる。
併せて、建築基準法の改正により、建築確認・検査対象の見直しや審査省略制度（いわゆる「4号

特例」）の縮小が措置され、建築主・設計者が行う申請手続き等も変更される。

2021年10月に閣議決定されたエネルギー基本計画等において、2030年度以降新築される住宅・
建築物についてZEH・ZEB水準の省エネ性能※の確保を目指すこととされており、省エネ基準を段階
的に引き上げることになった。
適合義務化が先行している大規模非住宅建築物について、各用途の適合状況等を踏まえ、省エネ
基準が引き上げられる。

※エネルギー消費性能に及ぼす影響が少ないものとして政令で定める規模（10㎡を想定）以下のものおよび、現行制度で適用除外とされてい
る建築物は適合義務の対象から除く

※住宅について、強化外皮基準への適合および再生可能エネルギーを除いた一次エネルギー消費量を現行の省エネルギー基準値から２０% 削
減。非住宅建築物について、再生可能エネルギーを除いた一次エネルギー消費量を現行の省エネルギー基準値から用途に応じて３０%または
４０%（小規模建築物については２０%）削減。

●省エネ基準へ適合しない場合や、必要な手続き・書面の整備等を怠った場合は、確認済証や検査済証が発行さ
れず、着工・使用開始が遅延する恐れがある。
●新たに義務化対象となる建築物については、現行省エネ基準（気候風土適応住宅についての合理化措置を含む）が適
用される。

※1 完了検査時においても省エネ基準適合検査が行われる　 ※2 使用基準を用いるなど審査が比較的容易な場合は、適合性判定は省略される

●申請側、審査側の十分な準備期間を確保しつつ、2025（令和7）年4月に施行を予定する。
　※4号特例の見直しについても同時に施行予定
●施行日以後に工事着手する建築物の建築が適合義務の対象
●法改正に関係する法令（政令、省令、告示）に関する情報、マニュアル・ガイドライン、説明会・
講習会の開催情報、説明資料・動画など最新情報は国土交通省のHPで適宜公開

●建築物省エネ法において、延床面積が300㎡以上の中大規模非住宅建築物は、省エネ基準への適合が義務付け
られており、このほど延床面積2,000㎡以上の大規模非住宅建築物の省エネ基準を引き上げることとした。

●大規模な非住宅建築物について、各用途の省エネ基準への適合状況等を踏まえ、用途に応じて基準値の水準を
15～ 25％強化。

●改正省令の施行日以降に適合性判定を申請する建築物について、引上げ後の省エネ基準適合が必
要となる。
●改正に関係する最新情報は国土交通省のHPで適宜公開

住宅・建築物の
「省エネ基準」について

法改正 省令
改正

建築確認手続きの中で省エネ基準への適合性を審査2

用途ごとに基準値の水準を設定2

2025（令和7）年4月に施行予定3
2024（令和6）年4月1日施行3

原則（※）全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合を義務付け1

延床面積2,000㎡以上の大規模非住宅建築物の省エネ基準を引き上げ1

延床面積が300㎡以上の中大規模の非住宅の新築、増改築を行う建築主は、省エネ
基準への適合が義務付けられている。
所管行政庁または登録省エネ判定機関による省エネ基準への適合性判定を受け、建
築確認において適合性判定通知書を提出する必要がある。

「建築物省エネ法（建築物のエネル
ギー消費性能の向上に関する法律）」
に基づく適合義務制度
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【改正前】 【改正後】

工場等
一次エネルギー消費量基準（BEI）

0.75
事務所等・学校等・ホテル等・百貨店等 0.8

病院等・飲食店等・集会所等 0.85

用途一次エネルギー消費量基準（BEI）

全用途 1.0

用途

基準見直しに伴い、手続きの変更はあるか。Q
A

将来的には中規模・小規模非住宅建築物や住宅
の省エネ基準も見直されるか。Q

A
手続き変更はない。これまでと同様、所管行
政庁または登録省エネ判定機関による省エネ

基準への適合性判定を受け、建築確認において適
合性判定通知書を提出する必要がある。

2030年度以降新築される住宅・建築物について、
ZEH・ZEB水準の省エネ性能の確保を目指し、

適合状況等を踏まえつつ基準の見直しを予定している。

「建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令」改正「建築物省エネ法」改正（2022年6月17日公布）

全ての新築住宅・非住宅に
省エネ基準適合を義務付け

2025年
4月から

大規模非住宅建築物の
省エネ基準を引き上げ

2024年
4月から
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　HP

国土交通省HP→

（改正）「建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令」
（改正）「建築物省エネ法」
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抜本的な取り組みの強化が
必要不可欠

環境省エネ部・設備設計部のシナジーで未来の地球環境に貢献する


